
（ご注意）
1．

２．

３．

株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されて
いる口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券
会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできま
せんのでご注意ください。
特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口
座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお
問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国本支店でもお取次ぎいたします。
未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

株 主 メ モ

事 業 年 度

期末配当金受領株主
確 定 日

定 時 株 主 総 会

株 主 名 簿 管 理 人

特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

上 場 証 券 取 引 所

公 告 方 法

4月1日～翌年3月31日

3月31日

毎年6月

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
TEL 0120―094―777（通話料無料）

東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）

電子公告により、当社ホームページに掲載します。
なお、やむを得ない理由により電子公告ができない
場合は、日本経済新聞に掲載します。

平成30年４月 1 日から
平成30年９月30日まで
平成30年４月 1 日から
平成30年９月30日まで

6363
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■売上高

■経常利益

■中間（当期）純利益

中間期

通　期

株主の皆様には、平素は格別のご高配

を賜り、有難く厚くお礼申し上げます。

ここに当社グループ第63期中間期

（平成30年4月1日から平成30年9月

30日まで）の連結業績につきましてご報告

申し上げます。　　

当中間期におけるわが国経済は、地震

や台風などの自然災害により生産や出荷

などの企業活動が制約され、個人消費なども一時的に停滞しました

が、人手不足による生産性向上の設備投資や雇用及び所得環境の改

善が進む中、緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、

米国の通商政策の動向、中国経済をはじめとしたアジア新興国等の

景気の下振れリスクなど、不安要素を抱えており、その先行きは依

然として不透明な状況であります。

建築塗料業界におきましては、首都圏を中心とした大規模再開発

やインバウンドによる宿泊施設等の需要が進行しております。一

方、建築現場の慢性的な労務者不足による工事の遅れ、需給バラン

スの崩れ、建築費・人件費の高騰等、厳しい市場環境が続いており

ます。

このような状況下、当社グループは、引き続き、新築市場だけで

はなく膨大なストックを有するリニューアル市場において、当社の

技術革新による製品、超耐久・超低汚染塗料、都市グリーン化推進

や環境問題に対応した省エネタイプの遮熱塗料、新型省力化建材、

オリジナルの高意匠性塗材や耐火被覆材・断熱材等の拡販に努めて

まいりました。

この結果、当中間期の連結累計期間の売上高は、452億37百万

円（前年同中間期比0.5％増）となりました。利益面におきまして

は、営業利益は、52億15百万円（同5.1％減）、経常利益は為替変

動の影響等により、65億42百万円（同9.4％増）、中間純利益は、

45億65百万円（同11.1％増）となりました。

今後の見通しにつきましては、当中間期間に引き続き国内では人

手不足を背景に雇用及び所得環境の改善が進み、消費税引き上げに

よる駆け込み需要や災害に伴う復興需要が景気を支えると予想さ

れますが、一方、海外では通商問題や新興国経済などの不安要素が

あり、国内景気の先行きに不透明感が強まりつつあります。その中、

当社グループは、一層の社内組織体制の充実を図り、より一段と国

内外の新市場の開発に尽力し、新技術・新製品の開発やコストダウ

ンの促進に取り組むことにより業績の拡大に努めてまいります。

通期の連結業績予想につきましては、売上高950億円、営業利益

111億円、経常利益112億円、当期純利益78億40百万円を見込

んでおります。

株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援とご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。
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（単位：百万円） （単位：百万円）

科　目
前中間期

平成30年4月 1 日から
平成30年9月30日まで

平成29年4月 1 日から
平成29年9月30日まで

当中間期

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

為 替 差 益

そ の 他

営 業 外 費 用 

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

税金等調整前中間純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

中 間 純 利 益

106,189

78,771

19,704

1,933

1,017

198

4,193

424

△ 54

18,593

13,723

4,416

608

8,386

226

85

1,172

3,697

14

912

565

2,380

△ 176

124,783

18,522

5,596

3,030

5,557

1,427

1,455

67

44

1,342

2,532

56

1,133

68

1,275

21,055

102,663

2,662

3,137

106,376

△ 9,512

1,064

2

1,106

△ 43

103,727

124,783

19,131

5,940

3,000

5,319

2,059

1,379

33

50

1,348

2,581

54

1,145

68

1,313

21,713

106,352

2,662

3,137

110,065

△ 9,512

553

2

587

△ 36

106,905

128,619

科　目 前　期
平成30年3月31日現在

当中間期
平成30年9月30日現在 平成30年3月31日現在 平成30年9月30日現在科　目 前　期 当中間期

（  資 産 の 部  ）

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

仕 掛 品

未成工事支出金

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 　 産 　 合 　 計

（  負 債 の 部  ）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

役員賞与引当金

製品保証引当金

そ の 他

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

役員退職慰労引当金

退職給付に係る負債

そ の 他

負 　 債 　 合 　 計

（  純 資 産 の 部  ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■役　　員

■会社概要

■主要な事業所

■主要な関係会社

藤　井　　　實
藤　井　実　広
坂　本　雅　英
藤　井　訓　広
福 岡 　 透
伊 藤 義 之

竹 内 正 博
片 岡 秀 人
長 澤 啓 三
本 竜 坦 道
古 越 浩 二
濱 名 正 二

SKK （S） PTE.LTD. 
SKK （H'K） CO.,LTD.
H.K.SHIKOKU CO.,LTD.
SK KAKEN （M） SDN.BHD.
SKK CHEMICAL （M） SDN.BHD.
SK COATINGS SDN.BHD.
SIKOKUKAKEN （SHANGHAI） CO.,LTD.

SK KAKEN （THAILAND） CO.,LTD.
SIKOKUKAKEN （LANGFANG） CO.,LTD.
SKK CHEMICAL （THAILAND） CO.,LTD.
SKK VIETNAM CO.,LTD.
PT.SKK KAKEN INDONESIA
PT.SKK KAKEN KONSTRUKSI 
PT.SKK KAKEN DISTRIBUSI

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（平成30年9月30日現在）

❻

昭和33年4月17日

26億62百万円

1,069億5百万円

2,187名（臨時従業員を除く）
 ● 建築仕上塗材事業
　有機無機水系塗料、合成樹脂塗料、無機質系塗材、高意匠性内外
　シート建材、無機質建材の製造販売及び特殊仕上工事の請負
 ● 耐火断熱材事業
　断熱材、耐火被覆材、耐火塗料の製造販売及び耐火断熱工事の請負
 ● その他の事業
　各種化成品の製造販売

本　社

シンガポール
香 　 　 　 港
香 　 　 　 港
マ レ ー シ ア
マ レ ー シ ア
マ レ ー シ ア
中 国 上 海

タ 　 　 　 イ
中 国 廊 坊
タ 　 　 　 イ
ベ ト ナ ム
インドネシア
インドネシア
インドネシア

本 社

事 業 本 部
国 際 事 業 本 部
東 京 支 社
札 幌 支 店
仙 台 支 店
東 京 支 店
千 葉 支 店
埼 玉 支 店
横 浜 支 店
名 古 屋 支 店
京 都 支 店
大 阪 支 店
神 戸 支 店

広 島 支 店
高 松 支 店
福 岡 支 店
大 利 根 工 場
埼 玉 工 場
神 奈 川 工 場
名 古 屋 工 場
大 阪 工 場
兵 庫 工 場
九 州 工 場
第一技術研究所
第二技術研究所
SKKグローバルセンター
営業所全国50ケ所

〒567-0034 大阪府茨木市中穂積3-5-25
TEL．072-621-7720
〒567-0034 大阪府茨木市中穂積3-5-25
〒567-0034 大阪府茨木市中穂積3-5-25
〒169-0075 東京都新宿区高田馬場1-31-18
〒065-0042 札幌市東区本町二条10-2-39
〒983-0013 仙台市宮城野区中野1-5-12
〒169-0075 東京都新宿区高田馬場1-31-18
〒263-0003 千葉市稲毛区小深町122-1
〒337-0051 さいたま市見沼区東大宮6-30-48
〒244-0801 横浜市戸塚区品濃町549-2
〒451-0044 名古屋市西区菊井2-14-19
〒612-8415 京都市伏見区竹田中島町263
〒567-0034 大阪府茨木市中穂積3-5-31
〒652-0807 神戸市兵庫区浜崎通5-1

〒731-5161 広島市佐伯区五日市港2-1-5
〒761-8073 高松市太田下町2585-3
〒813-0062 福岡市東区松島5-6-16
〒303-0044 茨城県常総市菅生町57-1
〒347-0017 埼玉県加須市南篠崎1-6
〒252-0012 神奈川県座間市広野台2-3-30
〒475-0032 愛知県半田市潮干町1-2
〒567-0056 大阪府茨木市南清水町4-5
〒679-0221 兵庫県加東市河高355-40
〒820-0609 福岡県嘉穂郡桂川町吉隈429-26
〒567-0059 大阪府茨木市清水1-25-10
〒567-0056 大阪府茨木市南清水町4-1
〒567-0034 大阪府茨木市中穂積3-12-2

「省力化」「快適」「健康」「安全」「安心」「建築内外の環境性向上」「資産価値向上」
などのデマンド・ニーズに対応し、「ニュービジネス・新市場」を創造しています。

4月

5月

6月

7月

8月

9月

藤井社長　日本塗料工業会の理事に就任
平成 15 年 5 月 14 日から 15 年間の長きに亘り日本塗料工業会の理事を
務められていた藤井会長に代わり、藤井社長が平成 30 年 5 月 22 日の
日本塗料工業会の総会で承認を得て、正式に理事に就任されました。

ＫＥＮＴＥＮ2018
西日本最大級の国際展示会である、建築材料・住宅設備総合展
「KENTEN2018」が6月7～8日の2日間開催されました。グラニピエーレなど
シート建材、サンドエレガンテシリーズ等の高意匠建材の展示を行いました。

ＦＯＯＭＡ ＪＡＰＡＮ2018
国際食品工業展「FOOMA JAPAN2018」が 6 月 12～ 15 日の 4 日間
開催されました。食品関連の企業に対して、当社の床用塗材、塗床・塗り
替え工事の紹介をしました。

ＮＦＤ専用ＨＰがオープン
グラニピエーレなどシート建材、サンドエレガンテシリーズ等の高意匠
建材の製品紹介と採用実績の紹介を中心としています。掲載に伴い、
関連するお問い合わせは、前年度から大幅に増えてきています。

鹿児島営業所 増築
築 15 年の契約更新に際し、サービスステーションの増築が無事完成
しました。事務所内装・外装の改修、また事務所スペースも倍増し、
快適な仕事環境になりました。
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（ご注意）
1．

２．

３．

株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されて
いる口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券
会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできま
せんのでご注意ください。
特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口
座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお
問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国本支店でもお取次ぎいたします。
未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

株 主 メ モ

事 業 年 度

期末配当金受領株主
確 定 日

定 時 株 主 総 会

株 主 名 簿 管 理 人

特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

上 場 証 券 取 引 所

公 告 方 法

4月1日～翌年3月31日

3月31日

毎年6月

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
TEL 0120―094―777（通話料無料）

東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）

電子公告により、当社ホームページに掲載します。
なお、やむを得ない理由により電子公告ができない
場合は、日本経済新聞に掲載します。

平成30年４月 1 日から
平成30年９月30日まで
平成30年４月 1 日から
平成30年９月30日まで

6363


